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海賊版対策に関する参考資料



史上最悪の海賊版サイト「漫画村」と、収益獲得のしくみ

↑サイトトップページ。左右両側に縦長の広告が配置されてい
る。アクセスに伴って広告が表示される。
▶つまり、アクセス数が増えれば増えるほど、運営者の懐に入
る収益（広告料）も増えていくしくみになっている。

実際の海賊版コンテンツ（マンガ）
↓

広告枠

【参考】 海賊版サイトの実例①（漫画村）

侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会（第１回）
（令和元年１１月２７日）資料２－１（出版広報センター提出資料）より
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【参考】 海賊版サイトの実例②（リーチサイト：ダウンロード型（漫画））
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漫画だけに限らず、雑誌や文芸書、写真集といったカテゴリーでも
多数の侵害コンテンツがダウンロード可能な状況が継続している

【雑誌】 【文芸書】 【写真集】

侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会（第１回）
（令和元年１１月２７日）資料２－１（出版広報センター提出資料）より

【参考】 海賊版サイトの実例③ （リーチサイト：ダウンロード型（雑誌・文芸書・写真集など））
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日本国内向けの海賊版サイト、日本からの月間アクセス数上位10サイト

サイト名 URL
日本からの

月間アクセス数
（延べアクセス人数）

単位：万

ダウンロード
or

ストリーミング
態様

1 海賊版サイトＡ 1658 ダウンロード型 リーチサイト
2 海賊版サイトＢ 1553 ダウンロード型 トレント
3 海賊版サイトＣ 1047 ダウンロード型 リーチサイト
4 海賊版サイトＤ 741 ストリーミング型 オンラインリーディング
5 海賊版サイトＥ 316 ストリーミング型 オンラインリーディング
6 海賊版サイトＦ 314 ストリーミング型 オンラインリーディング
7 海賊版サイトＧ 304 ダウンロード型 リーチサイト
8 海賊版サイトＨ 234 ダウンロード型 リーチサイト
9 海賊版サイトＩ 198 ダウンロード型 リーチサイト
10 海賊版サイトＪ 186 ダウンロード型 リーチサイト

9月中旬
閉鎖 星のロミ 3978 ストリーミング型 オンラインリーディング

出典：Similarwebによる調査（2019.11.21）

大規模かつ悪質なダウンロード型海賊版サイトの実態について

上位10サイトの合計で月間6,551万アクセス。「星のロミ」を加えると合計で月間１億アクセス超と
なり、史上最悪の海賊版サイト「漫画村」に匹敵する規模。そのうち７サイトがダウンロード型

非公開

ダウンロード型海賊版サイトの実態

侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会（第１回）
（令和元年１１月２７日）資料２－１（出版広報センター提出資料）より
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出版以外の分野における海賊版による被害実態について

◆ 不正なビジネスソフトの利用による日本での損害額：１，１０６億円※１

※１ 海賊版、企業内不正コピー、インターネットを利用した複製を含むもの（それぞれの内訳は不明）

◆インターネットオークションサイトAにおいて、違法にアップロードされたビジネスソフトをダウンロード
するように指示する出品からの落札数：約１０，４００件※２

※２ 出品形態（商品の説明等）から同様の出品からの落札と推測されるものを含む。

◆ビジネスソフト・ゲームソフトともに、海賊版サイト・リーチサイト・ファイル共有ソフト等において
違法アップロードされたコンテンツが多数掲載※３

※３ 例えば、映像や電子書籍も含めて約６０，０００ファイルをアップロードし、会員数３７５，０００人とうたう大規模海賊版サイトが存在する。

※上記のほか，写真集・グラビア写真がリーチサイト等にアップロードされていることに加え，ブログやＳＮＳなどにおいて，写真・イラスト（絵画）・楽曲の歌詞などが多数無断でアップロード

されている。また，撮影用の台本（脚本）が不正に流通し，ＳＮＳにその写真がアップロードされるなどの事例も存在している。 5

【学術論文の海賊版被害】 ※権利者団体による調査・推計

◆ まとめサイトAにおける新聞社・通信社７社の画像の無断転載・削除件数：約３４万件※

※2018年4月26日付報道７社からの報道発表資料より。照合が可能だった画像のみについて検証したものであり，記事テキストを含めれば違法

アップロードの実態は更に膨らむとみられる。

◆新聞社Bが発見した記事の無断複製・転載件数：２年間で約２３万件※

※2017年9月〜2019年8月の間に記事照会ソフトを使用して発見したもの。

※ネット掲載に関する記事利用許諾料は各社様々だが、１件１万円を超す料金例もある。

【新聞記事の海賊版被害】 ※権利者団体による調査・推計

◆ 論文海賊版サイトAにおける日本でのダウンロード数：１，２７１，３４６件※

※大谷周平氏、板東慶太氏による「情報の科学と技術68巻10号」, 2018,513〜519頁掲載の論文より（同サイトにおけるダウンロード数は2015年から
2017年の間に５倍以上に増加）。このうち，981,063件（全体の77.17％）がいわゆる購読型の文献に当たる。

※仮に一般社団法人学術著作権協会における電子的複製に係る許諾使用料（１論文当たり2,800円）を適用した場合，被害額は約２７億円となる。

【コンピューターソフトウェアの海賊版被害】 ※権利者団体による調査・推計



①国民の日常的なインターネット利用が萎縮するとの懸念拡大

②漫画家など海賊版被害の当事者から違法化の範囲が広すぎるとの意見

前回法案が見送りとなった主な要因及びそれを受けた対応方針

日本漫画家協会・出版広報センターによる共同声明（令和元年９月２５日）
・漫画家と出版社が一丸となって海賊版対策に取り組む

・特定の要件にこだわらず、迅速かつバランスのとれた法整備を要望

パブリックコメント（令和元年９～１０月）

※国民の懸念を丁寧に把握
国民アンケート（令和元年１０月）

※DL実態や影響を把握

有識者検討会における議論 （①令和元年11月27日、②令和元年12月18日、③令和２年1月7日）

＜見送り後の検討経緯＞

これまでの検討経緯について

文化庁において、漫画家などの関係者と密接に連携するとともに、国民の懸念・不安の声をより

丁寧に伺いながら再検討。その際、「深刻な海賊版被害への実効的な対策を講じること」と「国民

の正当な情報収集等に萎縮を生じさせないこと」という２つの要請のバランスに留意。

インターネット上の海賊版に対する総合的な

対策メニュー及び工程表（令和元年１０月１８日）

※関係閣僚間で対応方針を確認

議論の取りまとめ・公表 （令和２年１月１６日）
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自民党・知的財産戦略調査会による申し入れ
（令和２年１月３０日とりまとめ）

公明党・文部科学部会による提言
（令和２年２月３日とりまとめ）

日本漫画家協会・出版広報センターによる共同声明（令和２年２月４日）

・有識者検討会における議論のまとめ及び与党の提言に沿って、今通常国会で法整備が行われることを要望



検 討 会 の 目 的

「侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会」について

侵害コンテンツのダウンロード違法化について、「深刻な海賊版被害への実効的な対策を講じ

ること」と「国民の正当な情報収集等に萎縮を生じさせないこと」という２つの要請がバランスよく

並び立つ、適切な制度設計等について検討を行うほか、併せて、リーチサイト対策の在り方等に

ついて検討を行う。

検 討 の 概 要 ・ 経 緯

○ 令和元年11月27日（第１回）、令和元年12月18日（第２回）、令和２年１月７日（第３回）に開催（計３回）。

○ 学者、弁護士、漫画家、出版社、消費者、ネットユーザーなど、様々な意見をお持ちの幅広い

関係者により議論。

○ パブリックコメントや国民アンケートの結果を十分に踏まえつつ、平成３１年２月に提案した

文化庁当初案にこだわらず、海賊版対策の実効性と国民の正当な情報収集等の萎縮防止の

バランスが取れた制度設計等を検討。

○ パブリックコメントで提出された様々な要件提案等の意見への対応について、条文ベースで

具体的に検討。

○ １月１６日に、有識者検討会における検討結果を取りまとめ・公表。 7



「侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会」について

（ 参 考 ） 構 成 員 （ 計 １ ２ 名 ） ※ 敬 称 略

赤 松 健 (公益社団法人日本漫画家協会常務理事)

大渕 哲也 (東京大学大学院法学政治学研究科教授)

荻野幸太郎 (特定非営利活動法人うぐいすリボン理事)

河野 康子 (一般社団法人日本消費者協会理事、

NPO 法人消費者スマイル基金事務局長)

後藤 健郎 (一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構

（CODA）代表理事)

田村 善之 (東京大学大学院法学政治学研究科教授)

（座長）土肥 一史 (一橋大学名誉教授、弁護士)

萩原 恒昭 (日本経済団体連合会知的財産委員会

企画部会部会長代行、凸版印刷株式会社

法務・知的財産本部顧問)

福井 健策 (骨董通り法律事務所 弁護士)

堀内 丸恵 (出版広報センター副センター長、

株式会社集英社社長)

前田 哲男 (染井・前田・中川法律事務所 弁護士)

和田 俊憲 (慶應義塾大学大学院法務研究科教授)
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日本漫画家協会・出版広報センターによる共同声明について

海賊版対策のための迅速かつ適切な著作権法改正を求める共同声明
(令和２年２月４日 公益社団法人 日本漫画家協会、出版広報センター）

漫画家ほかクリエイターの利益を不当に奪う海賊版サイトへの対策に、日々ご協力くださっている読者・ユーザー、有識者、

通信事業者、立法・行政関係者ほか全ての方々へ、改めて心からの感謝を申し上げます。

私たち日本漫画家協会および出版広報センターは、「侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討

会」における議論のまとめで示された措置について、かねてより私たちが求めていた「脱法行為を容易に招かず、かつ、善

良なユーザーに過度な萎縮が生じない」バランスの取れたものであると受け止めています。

加えて、自由民主党および公明党における議論が、それぞれ提言として迅速にまとめられたことについても謝意を表しま

す。各提言の内容に異存はなく、なかでも「違法アップロード対策の強化」は特に重要な課題だと認識しています。

私たちは、上記で示された内容に沿った「侵害コンテンツのダウンロード違法化」と「リーチサイト規制」のための著作権法

改正案の今通常国会への提出および成立を、強く願うものです。

今この瞬間にも深刻な海賊版被害は生じており、漫画家をはじめとしたクリエイターやコンテンツ産業全体に甚大なダメー

ジが積み重なっている状況に変化はありません。海賊版サイトが奪うのは、単に経済的利益のみならず、デビューから間も

ない若き才能、そして夢です。このような長期にわたって影響する深刻な被害を防ぐためには何よりも、迅速かつ実効性を

伴う対応が欠かせません。

一方で、法改正が成立した暁には、国民・一般ユーザーの皆さまへの普及・啓発や、正規版コンテンツであることを示すＡ

ＢＪマークの利用促進など、引き続き海賊版の撲滅に向けた自主的努力を全力で続けてまいります。このような取り組みに

ついて、漫画を愛してくださる全ての方々のご理解とご協力を、あわせてお願い申し上げます。
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インターネット上の海賊版に対する総合的な対策メニュー

正規版の流通促進

著作権教育・意識啓発

リーチサイト対策

海賊版サイトへの
広告出稿の抑制

海賊版サイト対策の
中心となる組織の設置

検索サイト対策

・海外市場の獲得を視野に入れながら、ユーザーにとって利便性の高い形でコンテンツの正
規版を流通させるため、民間主導の協力関係の構築を図る【経済産業省】

・海賊版サイトの検索結果からの削除・表示抑制に関し、著作権者等と検索事業者との協議
を推進する【文化庁】

・インターネットユーザーを侵害コンテンツへ誘導するウェブサイト（リーチサイト）に対応する
ための法制度整備を速やかに行う【文化庁】

・個々の海賊版サイトの特徴に応じた最適な対策を効果的に実施するため、専門的な知見を
結集して海賊版対策を推進するための民間主導の協力関係の構築を図る【総務省・文化
庁・経済産業省】

・官民で連携しながら、より効果的な著作権教育・意識啓発を実施する【総務省・文化庁・経
済産業省】

・ブロッキングに係る法制度整備については、他の取組の効果や被害状況等を見ながら検
討【内閣府及び関係省庁】

国際連携・国際執行の強化
・国際裁判管轄及び準拠法を踏まえつつ、民間事業者等による諸外国における民事手続の

利用を促進するとともに、国際捜査共助の進展を図る【警察庁・法務省・経済産業省】

著作権を侵害する静止画
（書籍）のダウンロード違法化

・著作権を侵害する静止画（書籍）のダウンロードの違法化のための法制度整備を速やかに
行う【文化庁】

フィルタリング

アクセス警告方式

ブロッキング

第１段階

できることから
直ちに実施

導入・法案提出に
向けて準備

他の取組の効果や
被害状況等を見な
がら検討

アクセス警告方式
・法制度の変更を前提とせずにユーザーのアクセス抑止効果を最大限高める方式を検討し、

海賊版サイトへの対策として実効的な枠組みを提示した上で、速やかに導入する（関係者
と協議しながら検討・導入）【総務省】

検討

導入

「インターネット上の海賊版対策に関する検討会議」等の議論を踏まえ、海賊版による被害を効果的に防ぎ、著作権者等の正当な利益を確保する
ため、以下に掲げる対策を段階的に実施する。

・青少年インターネット環境整備法に基づき、青少年フィルタリングを更に普及促進するととも
に、関係事業者との連携強化等によるユーザーの利便性向上を図る【総務省】

・セキュリティソフトウェアによるフィルタリングの活用に向けた権利者団体とセキュリティソフト
ウェア会社との連携体制の構築を図る【経済産業省】

・海賊版サイトに対する広告出稿の自主的な抑制に関し、権利者等と広告関係団体の合同
会議を通じた海賊版サイトリストの共有、広告関係団体の自主的ガイドライン策定・普及の
推進を図る【経済産業省】

第２段階

第３段階

インターネット上の海賊版に対する政府全体の対策
※令和元年１０月１８日に関係省庁の連名で公表（関係閣僚間で確認）
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主要国における無断アップロード及びダウンロードなどに係る現行法制度の内容

(※1) (※2)：180日間に、１つ以上の著作物のコピーを10部以上（総小売価格が2,500ドルを越える場合に限る）複製又は頒布した場合の量刑は５年以下（再犯の場合は10年以下）
（(※2)は３年以下（再犯の場合は６年以下））の禁固刑若しくは罰金又はその併科、その他の軽微な侵害の場合の量刑は１年以下の禁固刑若しくは罰金又はその併科

(※3) ：①直接侵害が成立する場合に，②侵害行為について認識を持ちながら，③他者の侵害行為についてこれを誘引し，生じさせ又はこれに重大な寄与を行う者に侵害が認めら
れるとする判例法理

ドイツ フランス イギリス アメリカ 日本

無
断
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド

民事 違法（権利制限規定等に該当しない場合）

刑事
（いずれも

故意は
必要）

要件の加重はなし
（民事上違法となるもの
は、刑事罰の対象にも
なる）

要件の加重はなし
（民事上違法となるもの
は、刑事罰の対象にも
なる）

「業務の過程で行う場合」又
は「業務の過程以外で著作
権者に不利益な影響を与え
る程度に至るまで行う場合」
に、刑事罰の対象となる

商業的利益又は私的な経
済的利得を目的とする場
合等に刑事罰の対象とな
る

要件の加重はなし
（民事上違法となるものは、
刑事罰の対象にもなる）

【法定刑】
３年以下（営利目的の場
合は５年以下）の懲役又
は罰金

【法定刑】
３年以下の禁固又は30 
万ユーロ以下の罰金

【法定刑】
２年以下（略式判決の場合
は３か月以下）の禁固若しく
は罰金又はこの両刑

【法定刑】
５年以下（再犯の場合は
10 年以下、軽微な場合は
１年以下）の禁固若しくは
罰金又はその併科（※1）

【法定刑】
10年以下の懲役若しくは
1,000万円以下の罰金又は
その併科

侵
害
コ
ン
テ
ン
ツ
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

民事

明らかに違法に製作又
は公衆利用可能化され
た原本を利用して行う複
製が対象

適法な出所以外から行
われる複製が対象

侵害コンテンツか適法コンテ
ンツかに関わらず、私的使
用目的の複製自体が一般
的には認められていない
（刑事罰はなし）

フェアユース規定により判
断（裁判例ではフェアユー
ス該当性を否定したもの
のみ存在が確認）

違法にアップロードされた
事実を知りながら行うデジ
タル方式の録音・録画が
対象

刑事
（いずれも

故意は
必要）

有償で提供されている音楽
・映像を違法ダウンロード
する場合に限って刑事罰の
対象となる

※民事・刑事を含め、音楽・映像

以外の著作物への拡大を検討中

法定刑
３年以下の懲役又は罰金

３年以下の禁固又は30
万ユーロ以下の罰金 －

３年以下（再犯の場合は６
年以下、軽微な場合は１
年以下）の禁固若しくは罰
金又はその併科 （※２）

２年以下の懲役若しくは200
万円以下の罰金又はその
併科

侵害コンテンツ
へのリンク提供

欧州司法裁判所において、違法にアップロードされた著作物に対してリンクを張る
行為について、情報社会指令第３条第１項の「公衆伝達」に該当し、著作物自体の
アップロードと同様に著作権を侵害すると判断された裁判例が存在

寄与侵害（※3）として違法
となる可能性が存在

規定なし

※悪質なリーチサイトなどにおけ
るリンク提供に限って規制の対象
とすることを検討中

日本では、アップロード行為には厳格に対応しつつ、ダウンロード行為（ユーザー側の行為）や、インターネットの基幹
技術であるリンク提供行為には、抑制的に対応するという形でメリハリをつけている。
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侵害コンテンツのダウンロード違法化に関するアンケート調査の結果概要

１ . 調 査 概 要

・調査実施機関：株式会社マクロミル ・調査時期：２０１９年１０月１１日（金）～１０月１３日（日）
・調査対象：１５～６９歳の男女、合計２，５８０サンプル

２．調査結果（主なもの）

（１）侵害コンテンツ（漫画など）のダウンロード経験（違法だと確実に知っている場合）

あり：６．２％、なし：９３．８％

12

（２）ダウンロード頻度

ほぼ毎日：２．５％、週数回程度：１０．１％、月数回程度：１８．２％、月１回未満：６９．２％

（３）ダウンロード場所・手段
海賊版サイト：４２．１％、ファイル共有ソフト：２０．８％、投稿型サイト・掲示板：３４．６％、
ブログ・ＳＮＳ：２６．４％

（４）行動変容（その１：民事措置が導入された場合）

やめる：６９．２％、減らす：２２．０％、変わらない：８．８％

（５）行動変容（その２：刑事罰が導入された場合）

やめる：７７．４％、減らす：１６．４％、変わらない：６．３％

（６）違法化・刑事罰化による影響
・必要性の低いダウンロードは行わず、必要性の高いものは正規に流通しているコンテンツを利用
するなどするので、特段の不都合はない：４４．０％

・現状よりは不便になる部分があるが、そういったダウンロード行為が法律上禁止されるのであれば、
それもやむを得ない（日常生活に支障は生じない）：４５．３％

・日常生活に支障が生じる：１０．１％
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音楽・映像分野における違法ダウンロード刑事罰化による抑止効果

○ 音楽・映像分野における違法ダウンロード刑事罰化（平成24年10月1日施行）を
契機に、ファイル共有ソフトにおける「有償著作物等」と考えられる音楽・映像ファ
イル数は大幅に減少し、その効果はその後も維持されていた。また、ファイル共
有ソフトに接続しているノード（ＰＣ等の端末）数は、約３割から４割程度減少して
いた。

○ ファイル共有ソフトからのダウンロードについて、違法ダウンロード刑事罰化以
降に実際の行動変容があったかどうかに関する質問の結果、「やめた」・「減っ
た」との回答者の割合が約７割程度。

（※１） 「改正著作権法の施行状況等に関する調査研究報告書」（平成25年12月 新日本有限責任監査法人）
（※２） 一般社団法人コンピュータソフトウェア著作権協会（ＡＣＣＳ） 「ファイル共有ソフトの利用実態調査（クローリング調査）」

ファイル共有ソフト（Winny）での
「有償著作物等」のファイル数の推移

ユーザーの行動変容

ダウンロードを
「やめた」・「減った」

とする者が

約７割程度

（万件）（万件）

＜音楽分野＞ ＜映像分野＞

ファイル共有ソフトのノード数の推移

0

5

10

winny Share PerfecDark

平成24年3月調査時点 平成25年1月調査時点
（万台）

３０％減
３５％減

４１％減

（※）「有償著作物等」とは、有償で公衆に提供・提示されている
著作物等をいい、刑事罰の対象となる違法ダウンロードは、
主観要件に加え、有償著作物等をダウンロードするものに
限定されている。

（※１）

（※２）

（※１）
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政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきである。

一 海賊版サイトの形態は多種多様であり、本法の措置では対応ができないストリーミング形式を採用している海賊版サイト等も存在す

ることを踏まえ、本法による規制にとどまらず、今後ともあらゆる手段を通じて海賊版対策の徹底に向けた取組を政府一丸となって行う

こと。

二 侵害コンテンツの違法アップロードについては、アップロードを行う者が海外サーバーを利用する事例や我が国の捜査協力等の要請

に対して非協力的な国が存在することも踏まえ、迅速かつ円滑な捜査・摘発に向けて、政府は、海外の捜査機関や通信業者等との更

なる連携強化を促進し、実効性のある違法アップロード対策の実現に努めること。

三 政府は、海賊版対策を講じるための専門的知見、人的資源、資金等が不十分な中小企業等を支援するため、海賊版対策の構築に

係る専門的知見の提供や経費の補助等の様々な支援策を講じるよう努めること。

四 本法による侵害コンテンツのダウンロード違法化に係る措置が、国民の正当な情報収集等の萎縮をもたらさないよう多くの要件が設

けられ複雑な制度設計となっていることを踏まえ、本法附則による国民への普及啓発及び未成年者への教育を行うに当たっては、分か

りやすいガイドライン等を作成するとともに、インターネット上や学校現場等の様々な場面での普及啓発・教育に万全を期すこと。

五 政府は、関係者による議論の状況等を踏まえつつ、演奏権等の要件としての公衆に直接見せ又は聞かせる目的の範囲について、

必要に応じて社会通念や妥当性の観点から検討するとともに、その結果に基づいて必要な見直しを行うよう努めること。

六 デジタル化・ネットワーク化の進展に伴い、従来は受信者であった国民が同時に発信者にもなる時代が到来し、著作物の利用・流通

形態の多様化が今後さらに進行することが想定されることに鑑み、政府は、権利の保護と著作物の円滑な利用の促進とのバランスに

十分留意しつつ、時代に即した著作権法制となるよう、その在り方について不断の検証を行うこと。

（※）参・文教科学委員会でも、同様の附帯決議がなされた。

著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議

衆・文部科学委員会における附帯決議
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